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2023年7⽉10⽇、国連⼈⼝基⾦ アジア太平洋地域事務所（UNFPA APRO）の⽀援を受
けて、アジア⼈⼝・開発協会（APDA）は「ICPD30：新たな⼈⼝動態に関するアジア
太平洋地域国会議員ワークショップ」を開催した。アジア太平洋12カ国の国会議員、国
内委員会等の関係者、リソースパーソンなど37名が参加し、新たな⼈⼝動態に関する重
要な点を共有し、この問題に関して、持続可能な開発を達成するための重要な検討事項

を議論した。このワークショップはまた、国際レベル・地域レベルでのICPD30に向け
た準備の機会となった。4つのセッションは、専⾨家や各国国会議員が発表を⾏い、続
く討議を通じて、新たな⼈⼝動態の1つである⼈⼝⾼齢化の課題にどのように対処する
かについて経験と知識が共有された。 

世界的、地域的に⾒て、出⽣率の低下、出⽣時平均余命の延⻑、⼈⼝⾼齢化、⼈⼝減少

など、新たな⼈⼝動態に直⾯している。アジア太平洋地域では、2050年には4⼈に1⼈
が60歳以上の⾼齢者となり、その半数以上は⼥性になることから、⾼齢化社会において
⼥性に対するエンパワーメントとウェルビーングを促進し、社会・経済開発への⼥性の

⾃⽴した参画を実現することが不可⽋である。アジア太平洋地域で出⽣率が低下する理

由には、1)⼦どもの数よりも教育の質を優先する、2)⼦ども1⼈当たりの教育費における
⾼い個⼈⽀出、3)育児費⽤/⼦育て費⽤が⾼い、4)⽇々の仕事量とコンパクトな住宅によ
るセックスレスの増加（⽇本）、5)未婚⼥性（独⾝）と⼦どもを望まない夫婦の増加、
などが挙げられる。出⽣率を⾼めるための政策として、育児や教育の⽀援などによる⼦

どもを持つことへの障壁の除去、⼦育て世帯に対する給付配分、育児中の⼥性の雇⽤促

進、育児休暇による有給及び無償労働の平等な分担の促進、低所得世帯の収⼊扶助、不

妊治療へのアクセス増加、などがある。

ワークショップでは、全ての⼈、特に⼥の⼦に、質の⾼いヘルスケアと教育を提供し、

社会の基盤を築くスキルと知識を⾝につけることで、尊厳と権利に基づいた家族計画へ

のアクセスを実現するため、幼年期から⽼年期に⾄るまで、各年齢におけるニーズに応

える「ライフサイクル・アプローチ」の導⼊の必要性が提唱された。これは、⼥性の安

全な出産と⻑期的な健康を改善し、パートナーからの暴⼒を防ぎ、幸せな⼈間関係を築

き、積極的な社会参加への平等な機会を与える。ライフサイクル・アプローチは、⽇

本、ニュージーランド、オーストラリアですでに取り⼊れられている。

エグゼクティブサマリー
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エグゼクティブサマリー

またワークショップでは、⼈権と⽣殖に関する権利を含むICPDの原則を、現状及び新
たな⼈⼝動態に適⽤することが提案された。例えば、⼦どもを産むかどうかや、出産

の時期や間隔についての決定は、強制ではなく、今後も個⼈やカップルの選択に委ね

られなければならないが、⼈⼝の少⼦⾼齢化に対処するための政策も提供する必要が

ある。また、⼈⼝⾼齢化に対するライフサイクル・アプローチに関しては、その政策

が全ての地域・社会に適合するわけではないため、各国や各地域の状況を⼗分考慮し

て⾏われる必要性がある。
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A. 背景
出生時平均余命は、現在の死亡率が変化しないと仮定した場合に新生児が生きられ
る平均年数で、人口の健康状態に対する一般的な尺度であり、国の健康状態を示す
ためによく使用される。OECDの「Society at a Glance: Asia/Pacific 2022」の
調査報告によると、出生時平均余命はアジア太平洋地域で延び続けており、2000
年の68.6歳から2019年には平均約74.2歳となっている。2000年以降、平均余命の
最大の延び幅は、カンボジア(11.4歳)、ブータン(10.9歳)、東ティモール(10.5歳)で
ある。この急速な延びは、生活水準と栄養摂取の向上、衛生面の改善、教育機会の
増加、医療サービスへのアクセス拡大など、多くの要因に関連している。同じ調査
によると、アジア太平洋地域の合計特殊出生率(TFR)は、1970年から2019年にかけ
て女性1人あたり約3人減少し、現在は2.3である。TFRは、韓国、香港、中国、シン
ガポールが1前後であるのに対し、東ティモールやサモアなどの島国は4以上など
と、地域によって様々である。

平均余命の延長と出生率の低下により、アジア太平洋地域は、世界で最も重要な人
口動態の変化の1つである人口高齢化の最前線に立っている。アジア開発銀行
(ADB)とUNFPAによると、2050年には、アジア太平洋地域では4人に1人が60歳以
上の高齢者となり、その半数以上は女性であると言われている。高齢人口は2010年
から2050年にかけて3倍の13億人に達し、人口高齢化は、都市やコミュニティの構
築や組織体制、健康と保健と社会サービスの提供、雇用、社会保障など、社会的そ
して経済的に幅広く影響を及ぼすため、高齢者、特に高齢人口の多数を占める女性
が健康で有意義かつ自立した生活を送り、社会経済の発展に積極的に貢献すること
が不可欠である。

B. 目的
・ 新たな人口動態に関する議論と、持続可能な開発を達成するために重
    要となる人口動態の変化をICPDの新しい考慮事項として取り込むことに
    ついて議論する。

・人口高齢化問題の新たな傾向に関するアジア太平洋地域の国会議員の
    知識や経験を共有し、コミットメントを強化する。

・地域及び世界でのICPD30に向けた準備に重要となる問題を特定する。
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C. 参加者
ワークショップには、アジア太平洋12カ国(ブータン、中国、インド、インドネシ
ア、イラン、日本、ラオス、モルディブ、マレーシア、スリランカ、タイ、ベトナ
ム)の国会議員、国内委員会、UNFPAAPRO、各国事務所の関係者など37名が参加
した。
（＊参加者リストは attachment 2参照）
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D. プレゼンテーション・討議

開会式

挨拶：武見敬三AFPPD議長（日本）、Jetn Sirathranont AFPPD事務総長
（タイ）、Klaus Beck UNFPA APRO副地域所長

·      急速な高齢化、低出生率の問題は世界的なメガトレンドであり、アジア太平洋
地域はこの状況の最前線にある。この問題に関するニュースを目にしない日はない
程、差し迫った懸念と不安がある。 

·      昨年、人口が80億人に到達したと発表されたことで、この変化する状況への緊
急の取り組みが求められている。アジア太平洋地域では、2050年には、4人に1人が
60歳以上の高齢人口となり、その半数以上は女性になるという大きな変化が見られ
る。そのため、女性高齢者が社会発展にさらに積極的に貢献できるように、健康で
有意義な自立した生活を送ることが不可欠である。

·      世界人口が80億人を超え、これまでで最大となっている。人口が多い上位２カ
国は、中国とインドで、この２カ国の合計は28億人以上である。人口数上位20カ国
の内９カ国がアジア太平洋地域の国であり、中国とインドの他に、インドネシア、
パキスタン、バングラデシュ、日本、フィリピン、ベトナム、タイで、これらの国
の人口を合わせると41億4500万人になり、これは世界人口の半分以上である。
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·      これまで、各個人の生涯、特に女性の人生のあらゆる段階に着目し、幸福で健
康的な高齢化社会の促進を目指すライフサイクル・アプローチの推進など、新たな
人口動態に関連する課題の理解を深め、どのように対処するかの議論が進められて
きた。

·      しかし、人口高齢化と低出生率への対処において、出産の選択、時期、間隔に
ついての決定は、今後も個人やカップルの決定に委ねられる必要がある。人権に基
づく家族計画の利用が制限されると、妊産婦死亡率の増加、合法的もしくは違法な
中絶手術が増加する可能性があるため、この急速な人口動態の変化に対処するため
には、別のアプローチを検討することが重要である。 

·      重要なのは、社会保障、教育、健康と福祉、ジェンダー平等と女性のエンパワ
ーメント、そして高齢者の社会的ネットワークへの早期投資及び、倫理的責任を考
慮した最新の医療技術の使用の促進である。 

·      一部の国では、すでに人口高齢化に対処するための人口政策及びプログラムが
あるが、近年の人口動態の劇的な変化を考慮すると、この変化に対応する新しいア
プローチを検討する必要がある。

·      この国会議員ワークショップは、ICPD30レビューのプロセスにおいて、今後行
われる2030年以降の開発アジェンダを議論する場となる「未来サミット」に先立
って開催される。 
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·      経験と専門知識を共有し、新たな人
口動態の変化よって生じた課題への対処
法を推進する戦略立案に向け、慎重な討
議を行う。



セッション１:
「人口高齢化、少子化、過疎化:アジア太平洋地域における

新たな人口動態の全体像と今後の方向性」

09



森臨太郎UNFPA APRO 地域アドバイザー :

·      2050年のアジア太平洋地域では、4人に1
人が60歳以上の高齢人口となり、その半数以
上は女性となる。しかし、高齢化社会におけ
る社会・経済開発に向けて、女性に対するエ
ンパワーメントとウェルビーングを促進し、
女性の自立した参画は実現できているだろう
か。

セッション１:「人口高齢化、少子化、過疎化:アジア
太平洋地域における新たな人口動態の全体像と今後の
方向性」

メインスピーカー：森臨太郎UNFPA APRO 地域アドバイザー
セッション議⻑：HECTOR APPUHAMY議員（スリランカ）

·      2050年の人口高齢化の要因は、出産数が減り、平均寿命がさらに伸びていくこと
で起こるが、アジア太平洋地域は高齢化に突入する前に十分な保障を提供できる豊か
な社会になっているだろうか。 

·      所得格差をなくすためには、全ての女の子に医療と教育への平等なアクセスを提供
することで、ジェンダー格差を解消する必要がある。特に女性が技能や知識を得るこ
とで人生の基礎を築き、権利に基づいた家族計画を利用できるようになる取り組みが
必要である。子どもを安全に出産し、長期的な母子両方の健康を確保する必要があ
る。暴力被害を受けることなく、健康で幸せな関係を築き、積極的な社会参加の機会
を平等に与えられる必要がある。これらを含むライフサイクル・アプローチは、健康
的で豊かな生活への道を開く。私たちは一刻も早くこのアプローチの促進を開始する
必要がある。

·      15-64歳の人口に対する65歳以上の人口比率である老齢人口指数は、アジア太平
洋地域を含む世界中で、徐々に増加する。過去に開発した社会保障システムはもはや
適切ではなく、異なる認識で対処する必要がある。例えば、教育制度の見直しや（日
本のような）高齢出産を含む女性のニーズに対応した雇用制度の見直しや、生涯にわ
たる教育や雇用、出産、介護のための柔軟な選択肢が必要である。 10



·      健康で幸福な高齢化の促進は今後さらに重要となり、若いうちから取り組む必要
がある。

·      健康で幸福な高齢化の決定要因には、人口統計的な要因(年齢)、生物学的マイナ
スの要因 (糖尿病、併存疾患、呼吸器疾患、心臓病)とプラスの要因(十分な握力、良
好な健康状態)、行動に起因するマイナス(喫煙)とプラス(身体活動、健康的な食事)の
要因、心理的なマイナス(うつ病、不幸な出来事)とプラスの要因（高い認知機能、 生
活満足度）などがあり、教育レベル、収入、経済状況などの社会的要因も影響を与え
る。

·      一般的に、上記の様なプラスの要因となる行動とメンタルヘルスを保つことは健
康な高齢化につながる。良好な人間関係を築くことは、より健康で幸福な生活に繋が
る。実年齢よりも健康寿命が今後ますます重要となってくるため、現在及び将来の人
口動態の変化のニーズに合わせて、政策の枠組みの強化を図る必要があり、そのため
には、教育、雇用、出産、介護の生涯にわたる柔軟な選択肢が鍵となる。

·      健康な高齢化の促進には、予防にもっと焦点を当てるべきである。従って、社会
保障、健康増進、心理的幸福(人間関係)への生涯にわたる投資も鍵となる。

·      出生から幼年期、労働年齢に当たる壮年期、そして高齢期の重要な節目を考慮し
た、ライフサイクル全体にわたる所得保障、医療、年金に関する投資と法整備が必要
である。そしてそれは包括的な性教育への投資、児童婚やGBVなどの有害な慣行の撤
廃、世代間関係の強化、高齢者の社会的包摂の促進、年齢差別への取り組みを対象と
すべきであり、妊産婦の健康に投資し、セクシュアル・リプロダクティブ・ヘルス
（SRH）のニーズへの対応も含まれる必要がある。 
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討議:

·      ⼈間関係、医療制度、社会的⽀援などの
周辺環境が寿命に影響を与える可能性がある

ことに留意すべきである。また、⻝事も寿命

に⼤いに影響を与えることにも着⽬して欲し

い。

·      ライフサイクル・アプローチは、⽇本、
ニュージーランド、オーストラリアですでに

取り⼊れられている。ただし、他国と同じ政

策が必ずしも適応するわけではない。政策対

話を⾏い、全国または地⽅でそれぞれの状況

に合った解決策を考え出す必要がある。問題

の根本原因は、国によっても地⽅によっても

異なる場合があるため、政策実施には柔軟性

が必要である。
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セッション2 :
「新たなICPDの文脈」
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Victoria Boydell Essex大学教授（英国）

·      19世紀の世界の人口動態の特徴は高い出生率
だったが、強制的なリプロダクティブ・ヘルスの
意思決定が存在していた。権力、暴力、脅迫また
は何らかの操作的な行為や要因を通じて、生殖に
関する自己決定権という個人の自律性、主体性、
自由が奪われることがあった。例えば、高い出生
率に対処するため、一部の国では強制的な避妊と
不妊手術を伴う家族計画が実施された。逆に出生
率の低い一部の国では、避妊サービスに制限を設
けたり、出産奨励策を実施したりした。

セッション2 :「新たなICPDの文脈」

メインスピーカー：VICTORIA BOYDELL ESSEX⼤学教授（ 英国）
セッション議⻑：KARMA LHAMO議員(ブータン)

·      1994年のICPD行動計画及びその後のレビュ
ーでは、SRHを含む人権が人口と開発の基礎であ
ることを強調している。また「経済的、社会的及
び文化的権利委員会（CESCR）一般的意見第
14」においても、到達可能な最高水準の健康に対
する権利(第12条)は、法的拘束力のある約束であ
るとされている。つまり、健康は基本的人権であ
り、他の権利の享受に不可欠である。

·      出生率の低下(2000年の2.7から現在の2.3)
は、経済的不況、ナショナリスズムの脅威などの
点で、今後も世界に変化をもたらすであろう。

·      自己決定権の制限には、出生率目標の設定、
多産を支援する政策や、避妊と中絶へのアクセス
の制限などが含まれる。出生率を高めるために
SRHサービスへのアクセスを制限するという憂慮
すべき傾向があるが、これは違法・合法問わず中
絶を増加させる可能性がある。

·      出生率を高めるための一部の国
の政策は、出産や子育てへの障壁や
自己決定権の制限を取り除くことで
ある。出産や子育て世帯への、育
児・教育の支援などによる子どもを
持つことへの障壁の除去には、とり
わけ以下が含まれる。1)保育園への
入園や質の高い保育などを含む幼児
期の子どもの発達への支援。2)給付
手当の支給や税控除などの子育てに
掛かる経済的費用の補償。3)特に育
児中の女性のパートタイムやフレッ
クスタイム労働などの雇用促進。4)
育児中の男性・女性の平等な育児休
暇取得を通じて、有償及び無償労働
の平等な分担を促進する。5)低所得
世帯への給付手当配分による支援。
6)不妊治療へのアクセスの増加。
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·      新しい文脈における ICPD は、1) 政策立案者や政治家の出生率に対する選好が個
人の自主性や選択よりも優先されるべきではないこと、2) 「人口統計学的な不安
（長期的な結婚率と出生率の低下）」を考慮し、出生率の低下に関する議論の焦点
を、子どもを持つことへの障壁を減らすことに当てることを検討すべきである。

·      仕事と家庭でのジェンダー規範には矛盾がある。職場などの社会生活では、女性
への教育拡大や正規及び非正規雇用の拡大などの出産や子どもを持つことへの障壁を
減らす取り組みがあるが、家庭内では、未だに根強い性別役割分担と期待がある。社
会生活面と家庭生活面の両方が異なる影響を与える可能性があり、それが時々ワー
ク・ファミリー・コンフリクト（家庭と仕事が両立できないことへの葛藤）を引き起
こす。世界的に、1日164億時間が無償労働に費やされており、これは世界全体のGDP
の9%に相当する。

·      少子高齢化問題は、疾病や財政悪化といったネガティブな面ばかりに焦点を当て
るのではなく、ウェルビーインや性と生殖に関して決定する自由と能力、個人のニー
ズと希望に応じて最適な結果を得たという成果に焦点を当てるべきである。

15



討議:

·      新たな⼈⼝動態によって社会経済や社会
構造、そしてジェンダー意識に変化がある

が、ICPDの原則には基本的⼈権が含まれて
いるという点は変わらない。 

·      出産を奨励する策として、奨励⾦の⽀給
は依然として有効である。しかし、出産の

費⽤とその奨励⾦の間に⼤きなギャップが

ある場合がある。さらに、⽀給は⼀時的な

ものである場合が多いことから、育児⽀援

や教育⽀援を含む職場や家庭での出産・育

児のためのサービスを提供することは、奨

励⾦を⽀給するよりもはるかに有効であ

る。

·      政策とその実施が時に分離しているた
め、国会議員の役割として、これらの両⽅

に焦点を当てる必要がある。

16



セッション3：
「高齢化における経済的持続可能性」
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セッション3：「高齢化における経済的持続可能性」

メインスピーカー：⼩川直宏 アジア開発銀⾏研究所（ADBI）客員研究員
セッション議⻑：ABDUL NASSER DERAKHSHAN議員（イラン）

·      近年アジアでは、高齢化社会において次のようないくつかの不安要素がある。1)日
本では、納税者の不満が公的年金制度を脅かし、それが高齢者の幸福度に影響を与えて
いる。2)中国、インド、タイ、マレーシアをはじめ、他の多くのアジア諸国は、社会保
障制度の確立または改善の過程で多くの課題に直面している。3)韓国と台湾では、新進
が衰えた高齢者のための介護士の不足が深刻である。

·      国民移転勘定(NTA)、つまり世代間の財の移転構造は、高齢化に関連する問題を分
析する上で、革新的なアプローチである。 これによると、高齢者は経済的に社会に貢献
する。実際日本では、1990年代初頭のバブル崩壊以降、高齢者が社会のセーフティネッ
トの役割を果たしている。韓国、台湾、タイなど他の国でも同様である。 

18



·      現在世界では、子どもの数よりも質を優先する傾向がある。特にアジアでは、成功
志向型の家族が多く、子どもの教育費が高くなり、数が少なくなる傾向がある。

·      子ども1人当たりの教育費に占める個人支出の割合は、アジア各国によって異なる。
中国では、割合が非常に高く（2002年は71.2%）、タイでは非常に低い（2004年は
12.9%）。中国では、育児・教育費の私的負担が大きく、出生率を大幅に減少させてい
る。 

·      日本における地域包括ケアの推進は、若年家族の高齢者に対する役割を減少させ
る。これにより、家族の世代間関係において、かつてない急激な価値観の変化が生ま
れ、子どもと一緒に暮らす高齢者の数は大幅に減少した。日本では地域包括ケアはまだ
比較的新しい政策のため、コミュニティケアと家族介護を組み合わせることが提案され
ている。

·      日本では、親の介護に対して、1985年までは、慣習であり当然の義務であるという
認識が非常に高かったが、在宅医療が導入された1986年からは低下した。これは、子ど
もと一緒に暮らす65 歳以上の割合の減少と一致している。

·      出生率の低下は、早期段階では人口高齢化の最も重要な人口統計学的要因である。
一方、死亡率の低下は、特に平均余命が70歳を超えるような次段階で人口高齢化の人口
統計学的要因としてさらに重要になっている。

·      日本では、1995年に 65歳以上の人口の割合が14歳以下の人口の割合を上回るとい
う人口の歴史的逆転が起こった。今後、アジアでこの人口の逆転が2046年に起こり、
世界では2063年に起こるとされている。 

·     仕事量やコンパクトな住宅システムによるセックスレスの増加により、日本の出生
率は下がり続ける。また、お見合い結婚の減少や結婚年齢の高齢化(50歳以上)も低出生
率継続の原因となる。

·     日本や米国など一部の国では、ペットを飼う費用が子育ての費用よりも高い場合が
あるにも関わらず、ペット数が子どもの数を上回っている。

·     アジアの多くの国では、生産年齢人口(15-64歳)が65 歳以上及び14歳以下の人口を
超えるという最初の人口ボーナスを経験しているが、現在それを経験している国は、そ
の人口ボーナスが利用可能である間に活用すべきである。

·    各国は、第２の人口ボーナスの条件として、高齢者が健康で積極的に働き、経済開発
に貢献できるよう、教育拡充、健康促進、そして社会経済的便益に投資する必要があ
る。
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·    人間開発の新たな段階である第3の人口ボーナスは、人生の後半期において高齢者
の役割と責任が、満たされていない社会的ニーズを満たし、社会的幸福度を高めるた
めの新しい種類の持続的な社会資本をもたらすときに発生する。

·   日本のTFRは、1940年代の約4.2から、1970年頃には2.13、1992年には1.57と大きく
低下し、現在は1.4 前後である。35-39歳の独身女性の割合は、1970年の約6%から
2005年には約18%に増加した。香港や台湾でも同様である。また、日本の50歳の未婚
者の割合も、2000年の12.6%から2020年には28.2%へと大幅に増加した。残念なが
ら、セックスレス(カップルの合意に基づく性交が1か月以上ない)の数は、2007年の
36.3%から2018年には56.1%に増加したため、それもまた、日本における非常に低い
TFRの要因である。

·   人口高齢化の負担を軽減するために、高齢者は潜在的な労働力の源泉として考慮さ
れるべきである。日本の企業では、大半が定年60歳と定めている。中には定年が61歳
から64歳、もしくはそれ以上（66歳以上）の企業もある。

·    高齢労働者の増加によって生み出される労働所得は、日本の2015年の実質GDPの
6%に相当する。従って、日本はすでに第3の人口ボーナスを獲得していると言える。
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討議:

·     高齢化は結滞した未来に進むこ
とではなく、若い時期から準備して
おくことで変えられる。

·      財政面の問題ではなく、子ども
たちが高齢者を大切にしなくなった
ことが問題の場合もある。これは子
どもを持たない家庭が増える要因の
1つでもある。

21

·    人口高齢化による社会的負担を軽減するために、新しいアプローチとして高齢者の年齢
別の認知機能テストに基づいて高齢者の加齢を再測定し、彼らの潜在的な経済的貢献を分
析することが挙げられる。日本の高齢者は即時記憶のスコアが高く、米国に続いて、ベル
ギー、ドイツ、フランスなどの大陸ヨーロッパ諸国と、イギリス、デンマーク、スウェー
デンなどの北部ヨーロッパ諸国のスコアに匹敵する。

·    また、より革新的な新しい人口高齢化を測定するためのアプローチは、世界疾病負荷研
究（GBD）のデータ、そして健康調整高齢者従属指数（health-adjusted dependency
ratio）を分析することである。世界平均の65歳と同等の年齢を比較すると、日本、スイ
ス、オランダ、メキシコ、米国は社会人口統計学的特性指数（SDI）が高い。一方、アフガ
ニスタンのSDIは非常に低く(約53)、パプアニューギニアはSDIが最も低い(約45)。



セッション4：
「ICPDにおける人口高齢化への対処のための国会議員の

役割」
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セッション4：「ICPDにおける人口高齢化への対処の
ための国会議員の役割」

セッション議⻑：YASIR ABDUL LATHEEF議員（モルディブ）

Gu Xiaoyu議員（中国）
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·     最新の統計によると、2022年末の時点で、中国の総人口は14億1,175万人に達し、その
うち2億8,000万人が60歳以上で、総人口の19.8%を占めている。中国は世界最大の高齢
者人口を抱えている。

·    2010年から2020年の期間に、60歳以上の人口は5.44%増加し、65 歳以上の人口は
4.63%増加した。

·     中国の人口高齢化は、工業化と都市化と密接に関連している。若い世代の多くは都市
や街への移住を選択するため、地方の高齢化の割合は都市部よりも高く、地域によっても
不均衡である。

·    中国の高齢者の健康は向上しており、平均寿命は延び続けている。2020年には、80歳
以上の人口は3,580万人になり、総人口の2.54%を占めている。これにより、社会保障を
維持することがより困難になってきている。中国では、高齢者の扶養や医療、障がいのあ
る高齢者の特別介護など、多くの国で段階的に顕在化した高齢化問題が、短期間に凝縮し
た形で同期的に露呈し、対処が困難になっている。



·     全国人民代表大会(全人代)は、常に人口高齢化の問題を非常に重要視してきた。深刻化
する高齢化の状況を受け、全人代は速やかに関連法を制定・改正し、法の執行や政府部門
の執行業務に対する監督を強化した。

·    早くも1996年、全人代は高齢者権利保護法を審議・成立させ、その後の人口高齢化の進
展を受けて3度の改正を行った。この法律は、中国の国情を踏まえ、家族による支援、社会
保障、社会サービス、社会的優遇措置、高齢者の住みやすい環境、高齢者の社会発展への
参加などに関して定めている。またこの法律は、高齢者の権利・利益の保護に重点を置
き、高齢化問題に積極的に対処するための強固な法的基盤となっている。

·    2010年、全人代は社会保険法を審議・成立させたこの法律は、老後や病気になった際に
国や社会から支援を受けられる市民の権利を保証し、高齢者への社会保障の強固な基盤を
構築している。2021年末には、基本養老保険の加入者数は10億人を超えた。

·    2023年、全人代はバリアフリー環境建設法を審議・成立させた。この法律は、高齢者が
家族を離れて雇用市場に参入し、平等に不便なく社会生活に参加できるよう法的に保証を
提供している。これは、人間を中心に据え、人権の尊重・保護の原則を遵守することの重
要な現れであるだけでなく、人口高齢化に積極的に対応するための必然的な要件でもあ
る。

·    常任委員会はまた、憲法から委託された監督義務を積極的に行使してきた。全ての政府
省庁は、関連する法律を包括的かつ効果的に実施し、社会経済の発展と連携して高齢化ビ
ジネスを促進することが求められている。委員会はまた、「人口高齢化に積極的に対処
し、高齢者による質の高い開発を促進するための国家戦略の実施」に関する調査を行っ
た。

·     人口高齢化は、労働供給の減少、家族年金の負担増加、基本的な公共サービス供給の逼
迫などをもたらすが、「シルバーエコノミー」の発展を促進し、高齢者向けの製品やサー
ビスの消費を拡大し、技術革新を促進し、経済発展の新たな機会をもたらす可能性があ
る。

Willie Mongin議員（マレーシア）
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·      マレーシアでは、平均余命の延長と出
生率の低下がより顕著になってきている。
65 歳以上の人々の割合は、1990年から
2022年にかけて3.6%から7.3%に上昇し、
2050年には17%になると予測されており、
マレーシアは2035年までに高齢社会に到
達する。また出生率は、3.6から1.7に減少
した。



·      マレーシアは、コミュニティを基盤とした仕組みであるRumah Seri Kenanganと呼
ばれる高齢者向け施設を153か所設立し、高齢者が他の利用者と交流し、レクリエーショ
ン、健康診断、生涯学習などの活動を実施できるようにした。

·      政府はまた、社会システムが高齢者のニーズを満たし、生活の質を向上させ、家族やコ
ミュニティの幸福度を高めるため、必要な措置の策定及び実施など、政策を正しい方向に
導く責任がある。国会議員は、国民の代表として、立法、予算分配、監督の役割を通じ
て、高齢者の幸福向上において重要な役割を果たす。

·      高齢者の共存共栄の仕組み（エコシステム）を向上させるために、政府機関、NGO、
国会議員など、全ての関係者からの協力的で協調的な取り組みと対応を必要とする。

·      政府は、高齢者に月額約RM500の手当を支給する現金給付プログラムを開始し、2023
年2月までに合計140,778人の高齢者が受給した。
    
·      高齢者は、全ての公立病院及び診療所での外来診療、専門医の診察の登録料が免除され
ている。

·      人口高齢化による悪影響は頻繁にメディアの大きな注目を集めるが、寿命や就労寿命の
延伸は、新しいテクノロジーが肉体労働の負担を軽減し労働を補完することで新たな機会
を創造する。

·      人口動態の変化は国会議員の間でも議論の中心になった。これにより、高齢者の権利と
福祉を確保するための政府の取り組みに対してメカニズムのチェックとバランスをとるこ
とを目的とした、女性、子ども、コミュニティ開発に関する委員会など、いくつかの議会
委員会が設立された。

·      議会はまた、SDGsに関する超党派議員グループ(APPGM)、及び国民福祉に関する上
院議員グループといった議連を結成し、国会議員が有権者の声を代表し、内閣提出法案に
ついて審議し、それらを調整し、また議員の立法案を起草及び提出する機会を増やすこと
を目的としている。

·      マレーシアは世界銀行と協力して、高齢化に向けた戦略的行動計画である、国家高齢化
ブループリントを策定している。 短期、中期、長期の行動計画で構成されるこのブループ
リントは、政府が経済成長、生産性、労働力、社会保障、高齢者医療など、人口高齢化の
影響に対処する上で役立つ。

·      政府はまた、高齢者の権利の保護を強化するため、特定の法律に関する包括的な調査を
実施した。調査に基づいて法案が作成され、現在専門家グループによって精査されてい
る。

·      高齢者に対する敬意の文化を強化し、理解を示し、互いを尊重し合い、人を傷つけた
り、自己に限界を定めたりするような固定観念を避ける必要がある。さらに、高齢化は社
会と国の両方にとって重要な資産と見なされるべきである。 25



Chalermchai Kruangam議員（タイ）

·      1971年には120万人の出生があり、タイ史上最多の出生数であった。2021年は、タイで
初めて、死亡者数が出生数(それぞれ563,650人と544,570人)を上回った。これは、タイ
の出生率の低下を示している。

·      出生率が低く、平均余命が伸びているため(現在、男性で73.5歳、女性で80.5歳)、高
齢者の数は大幅に増加し、現在、人口の約21%の人が60 歳以上であり、2039年には約34%
に達すると予測されている。

·      総人口は現在6,640万人で、年間0.2%の増加率であり、このままでは、2070年には人
口増加率はマイナス0.5%で5,530万人に減少し、60歳以上の人口は約2,210万人、総人口の
44%になる。

·      人口高齢化に対処するためにいくつかの政府の政策がある。20年間の国家戦略(2017-
2036)にも準拠した第13次国家経済社会開発計画(2023-2027)では、高齢者が可能な限り
身体的、精神的、経済的に自立し、持続可能な医療制度によるダイナミックでバランスの
取れた高齢化社会の実現を目指している。 

·      政府は、高齢者の経済的自立を促すプログラムを通じて、高齢者の持続的に循環するよ
うな仕組み（エコシステム）の改善を目指している。このプログラムは、人口高齢化問題
に関連する省庁で策定された政策によって採用された。
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·      高齢者へのヘルスケアは、急性期ケア、中間ケア、長期ケア、緩和ケア、終末期ケアなど
のいくつかのカテゴリに分類される。 

·      高齢者への長期ケアは、慢性疾患に苦しむ高齢者、身体障がい者または部分的に障がいが
あり、家族や医療スタッフによる日常生活の部分介助、または全介助を必要とする高齢者の
社会的、健康的、経済的、及び環境的幸福をカバーする包括的なケアである。従って、長期
介護は、在宅介護と、要介護の高齢者のために地域ホームまたは介護施設によって提供され
る介護が含まれる。

·      高齢化におけるタイのコミュニティ長期介護は、ボランティア（健康観察、評価、勧
告)、自治体組織(活動の組織化、ヘルスケア、機器提供)、コミュニティグループ(福祉提供
と活動の組織化)、及び近隣住民(家事負担の軽減、家庭訪問、高齢者の通院付き添い)によっ
て行われる。 

·      家庭内介護には、医療費や生活費、家事の負担が大きいが、収入がほとんど無い、あるい
は無収入などの場合、限界がある。従って、家族だけでは高齢者の世話をすることができ
ず、コミュニティの支援に依存している。

·       一方、高齢者のためのコミュニティの長期介護は社会的資本であり、外部依存を減らす
ことができるが、予算不足、医療に関する知識不足、高齢者の権利、福祉、保健ネットワー
クに関する知識不足などの限界もある。 

·      高齢者の長期介護は、その期間と深刻さが予測できないため、家族に経済的に大きな負担
をかける可能性がある。従って、1)各国は、医療と福祉システムを改善するため、信頼性の高
い長期介護システムを確立すること、2)長期介護の負担による経済的困窮の予防策を確立す
ることが奨励される。

·      タイでは、要介護度が高い人の約2%が介護施設に入所すると想定されており、2024年に
は約28億バーツの費用がかかる。 27



> 政府と関係者に対し、人々が新技術、特にデジタル化と情報技術に関す
る知識やトレーニングが利用できるように働きかける。

> ⾼齢者の⻑期介護に対する需要の⾼まりに対応するため、公的⽼⼈ホー
ム施設を拡充する。

·      そのため、次のような⼈⼝⾼齢化のための⻑期介護モデルの開発が推奨される。

> 長期介護と急性期介護を区別する。

> 政府と関係者に対し、高齢者の住環境の改善を支援するよう奨励する。

> 全国的な長期介護施設のデータベースを構築する。

> 長期介護施設の質に関する基準を改善・強化する。

> 高齢者が受ける介護サービスの質を標準化する。
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> 地元の病院に対し、高齢者介護のための特別ユニットを設置し、定期的な
移動診療車による在宅医療を提供するよう奨励する。

> 長期介護施設の高額費用や、自宅で生活することを好む高齢者のことを考
慮し、在宅及び地域包括ケアを強化する。

> コミュニティの保健ボランティアは長期介護の鍵となるため、定期的なト
レーニングを行う。 

> 高齢者が定期的に健康診断を受け、自宅近くの運動スペースを利用できる
ようにする。

> より多くのデイケアセンターと在宅介護サービスを提供する。
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討議:

·      高齢化に向けた様々な政策への支援に
は長い歴史があり、多部門アプローチや高
齢者の有意義な社会参加など、誰も取り残
さないための活動は非常に興味深い。

·      近年、若者が出稼ぎのために、介護し
てくれる人が周りに誰もいないという高齢
者を残して外国に出ていくという新たな傾
向によって、高齢者にとって厳しい状況が
ある。この現象に対処するために、宗教的
及び文化的に高齢者ケアを奨励し、報酬が
得られるようにする必要がある。
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閉会式

挨拶：Jetn Sirathranont AFPPD事務総⻑（タイ）

·      この会議では、アジア太平洋地域において、人口高齢化を引き起こしている出生
率の低下、平均余命の延長など、現在の人口動態の大きな変化を含む問題を議論し
た。

·      人口高齢化社会へのライフサイクル・アプローチには、包括的な性教育への投
資、有害な慣行の撤廃、世代間関係の強化、高齢者の社会参画の促進、全年代におけ
る年齢差別への対処などが含まれる。

·      日本からの高齢化対策や第3の人口ボーナスの活用、中国からの高齢者の権利・
利益保護、社会保険、バリアフリー環境、マレーシアからの高齢者コミュニティセン
ターの設立とブループリントの策定、そしてタイからの高齢者の環境改善に関する経
験は今後も共有・拡大していく必要がある。

·      本日の議論の結果は、2024年4月に予定されているAFPPDとAPDAが主催する人
口高齢化に関する国会議員会議にとって非常に重要なインプットとなるであろう。
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E.   総括・提⾔

·      ICPD以前、世界の人口動態は高い出生率を特徴としていた。しかし、ICPD行動計
画が30年間実施された後、出生率の低下は現在の世界的な特徴となった。日本、中
国、タイなどのアジア太平洋地域を含む世界の一部の国々は、現在、人口置換水準をす
でに下回っている。これらの国々は現在、出産や子どもを持つことへの障壁、自己決定
権への制限を取り除き、出生率をどのように向上させるかという課題に直面している。
ICPDの原則は、人権と生殖に関する権利を含んでおり、現在の人口動態の傾向に対処
するためにも、引き続き有効である。

·      しかし、新しい状況における ICPD は、1) 政策立案者や政治家の出生率に対する選
好が個人の自主性や選択よりも優先されるべきではないこと、2) 「人口統計学的な不
安」を考慮すべきである、出生率の低下に関する議論の焦点を、子どもを持つことへの
障壁を減らすことに移す、などが含まれる。

·     アジア太平洋地域の現在の人口動態は、出生率の低下、出生時平均余命の延長、及
び60歳以上の人口増加を特徴としている。 

·      アジア太平洋地域で出生率が低下する理由はいくつかあるが、これには1)子どもの
数よりも質を優先する傾向、2)子ども1人当たりの教育費における高い個人支出、3)高
額な育児費用/子育て費用、4)仕事量とコンパクトな住宅システムによるセックスレス
の増加(日本)、5)結婚しない女性の増加(独身)と子どもを持たない傾向などが含まれ
る。

·      出生率向上のための一部の国の政策は、育児・教育の支援などによる子どもを持つ
ことへの障壁の除去、子育て世帯への給付手当の割り当てによる経済的費用の補償、育
児中の女性の雇用促進、育児中の男性・女性の平等な育児休暇取得を通じた、有償及び
無償労働の平等な分担の促進、低所得世帯への給付手当配分による支援、不妊治療への
アクセスの増加、などが含まれる。自己決定権の制限には、出生率目標の設定による多
産を支援する政策や、避妊と中絶へのアクセスの制限などが含まれる。

·      出生率目標の設定や多産を支援する政策など、SRHサービスへのアクセスを制限す
ることは違法・合法問わず中絶を増加させる可能性がある。

·      人口高齢化は世界的なトレンドであり、アジア太平洋地域はこの状況の最前線にい
る。ただし、人口高齢化の前に、生産年齢人口(15-64歳)が65 歳以上及び14歳以下の
人口を超えるという最初の人口ボーナスが活用できる。最初の人口ボーナスは長くは続
かず、通常、人口高齢化が続くため、現在それを経験している国は、最初の人口ボーナ
スが利用可能である間に活用すべきである。
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総括・提⾔

·      急速な高齢化は世界的な課題であり、アジア太平洋地域はこの課題の最前線にあ
る。ただ、人口高齢化の前に、15�64歳の生産年齢人口が65 歳以上及び14歳以下の人
口を上回ることで起こる最初の（第1の）人口ボーナスが起こる。この人口ボーナスは
長くは続かず、通常はこの第1の人口ボーナスの後に人口高齢化が続くため、現在第1の
人口ボーナスを経験している国々は、この間に活用すべきである。

·      人間開発の新たな段階である第3の人口ボーナスは、人生の後半期において高齢者
の役割と責任が、満たされていない社会的ニーズを満たし、社会的幸福度を高めるため
の新しい種類の持続的な社会資本をもたらすときに発生する。

·      人口高齢化に対するライフサイクル・アプローチの推進など、新たな人口動向に関
連する問題への理解を深め、どのように対処するかは、これまですでに行われてきた。

·      第2の人口ボーナスを享受するには、高い国内貯蓄率と人的資本を考慮し、高齢者
が健康な状態で積極的に社会参画し、経済発展に貢献できるよう、教育拡充、健康促進
に投資する必要がある。

·      人口高齢化へのライフサイクル・アプローチは、高齢者のニーズに対応するアプロ
ーチであり、幼年期から老年期まで全ての人、特に女の子に対して質の高いヘルスケア
と教育を提供し、自由な意思決定により人生の基礎を築き、人間の尊厳と権利に基づい
た家族計画の利用を促す取り組みである。

·      ライフサイクル全体にわたる所得保障、医療、年金に関する投資と法律を制定し、
出生から幼年期、教育期、労働年齢に当たる壮年期、そして高齢期及びそれ以降を含む
人生計画におけるライフステージごとの重要な節目を考慮する必要がある。そしてそれ
は包括的な性教育への投資、児童婚やGBVなどの有害な慣行の撤廃、密接な世代間関係
の育成、高齢者の社会参画の促進、年齢差別への取り組みを対象とすべきであり、妊産
婦の健康に投資し、高齢者のセクシュアル・リプロダクティブ・ヘルス（SRH）のニー
ズへの対応も含まれる必要がある。 

·      近年アジアでは、高齢化社会において次のようないくつかの不安要素がある。（1）
日本では、納税者の反発が公的年金制度を脅かし、これは高齢者の幸福に影響を与える
であろう。（2）中国、インド、タイ、マレーシアをはじめとする、他の多くのアジア
諸国は、社会保障制度の確立または改善の過程で多くの課題に直面している。（3）韓
国と台湾では、心身が衰えた高齢者のための介護士不足が深刻である。

·      人口高齢化の負担を軽減するために、高齢者は潜在的な労働力の源泉として考慮さ
れるべきである
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総括・提⾔
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·      日本では企業の大半が定年を60歳以上、一部は61歳から64歳、あるいはそれ以上
の年齢に引き上げることにより、依然として労働力を活用しているため、高齢労働者の
増加によって生み出される労働所得は、日本の2015年の実質GDPの6%に相当する。従
って、日本はすでに第3の人口ボーナスを享受している。

·     人口高齢化による社会的負担を軽減するために、新しいアプローチとして高齢者の
年齢別の認知機能テストに基づいて高齢者の加齢を再測定し、彼らの潜在的な経済的貢
献を分析すること、また世界疾病負荷研究（GBD）のデータや健康調整高齢者従属指数
（health-adjusted dependency ratio）を使用し、世界平均の65歳と同等の年齢を
比較する方法がある。

·      中国、マレーシア、タイの国会議員はICPDにおける人口高齢化への対処のための国
会議員の役割を共有した。

·     中国全人代は、常に人口高齢化の問題を非常に重要視してきた。深刻化する高齢化
の状況を受け、全人代は速やかに関連法を制定・改正し、法の執行や政府部門の執行業
務に対する監督を強化した。

·       マレーシアは、Rumah Seri Kenanganと呼ばれる高齢者のためのコミュニティ
を基盤とした高齢者向け施設を153か所設立し、高齢者への現金給付の開始、全ての公
立病院及び診療所での外来や専門医の診察の登録料免除、関連委員会の設立など、人口
高齢化のニーズに対処するために議会と政府による介入が行われてきた。

·     タイ政府は、高齢者を経済的に自立させるため、高齢者のための仕組みを改善しよ
うとしている。さらに、タイ政府は、慢性疾患に苦しむ高齢者、身体障がい者または部
分的に障がいがあり、家族や医療スタッフによる日常生活の部分介助または全介助を必
要とする高齢者の社会的、経済的、及び環境的幸福をカバーする包括的なケアであるコ
ミュニティベースの長期介護を確立した。長期介護は、在宅介護と、要介護の高齢者の
ために地域ホームまたは介護施設によって提供される介護が含まれる。



F.  別添資料

別添資料 1: プログラム
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 別添資料 2：参加者リスト 
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GROUP PHOTO OF THE MEETING
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